
4広報　常陸大宮 平成17年1月号5広報　常陸大宮 平成17年1月号

区　　分 現   在   高 構成比

総  務  債 19億1,889万9千円 7.4%

民 生 債 1,742万7千円 0.1%

衛  生  債 8億1,891万8千円 3.2%

農林水産業債 10億8,233万5千円 4.2%

商  工  債 4億6,025万円 1.8%

土  木  債 43億6,131万8千円 16.9%

公 営 住 宅 債 22億5,790万6千円 8.7%

消  防  債 6億7,140万5千円 2.6%

教  育  債 26億8,958万1千円 10.4%

災 害 復 旧 債 9,565万9千円 0.4%

地域改善対策債 2,610万8千円 0.1%

過 疎 対 策 債 65億661万4千円 25.2%

そ  の  他 49億4,493万5千円 19.1%

一般会計債合計 258億5,135万5千円 100.0%

平成16年12月１日現在（合併後）の財政事情

　平成 16 年 10 月 16 日に大宮町、

山方町、美和村、緒川村、御前山村

が合併し、旧大宮町の予算に旧山方

町、美和村、緒川村、御前山村のそ

れぞれ未収入額（歳入）及び未執行

額（歳出）を常陸大宮市の補正予算

として計上したものです。

■市債の状況

《歳出》　支出済額　63億8,730万8千円

※国民健康保険特別会計には、診療施設勘定を含みます。

一般会計

特別会計

■特別会計の収支状況

民 生 費

諸 支 出 金

公 債 費

衛 生 費

教 育 費

総 務 費

土 木 費

農林水産業費

そ の 他

予算額

支出済額

項
目

区　　　　　分 予　算　額 収入済額 支出済額

国民健康保険特別会計 36億2,827万2千円 16億6,233万円 15億9,090万1千円

老人保健特別会計 39億3,554万7千円 18億6,836万2千円 18億7,435万1千円

公共下水道事業特別会計 6億6,120万8千円 3億1,903万2千円 2億3,741万9千円

公営墓地特別会計 4,537万7千円 6,589万6千円 4,253万8千円

農業集落排水事業特別会計 6億887万3千円 2億477万5千円 1億3,385万円

介護保険特別会計 21億151万円 11億556万8千円 9億6,681万1千円

簡易水道事業特別会計 8億2,700万円 1億7,195万9千円 3,879万6千円

宅地造成事業特別会計 1億5,817万3千円 6,803万7千円 1千円

戸別浄化槽整備事業特別会計 2億5,238万9千円 6,530万9千円 3,412万3千円

那珂地方公平委員会特別会計 50万3千円 47万1千円 2万7千円

下水道事業債 59億7,158万9千円 100.0%

上水道事業債 22億4,633万6千円 100.0%

簡易水道事業債 3億3,431万8千円 100.0%

地域開発事業債 2,083万円 100.0%

らせしますらせしますらせしますらせしますらせします
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■主な財産の現在高

■水道事業会計の状況

《歳入》　収入済額　132億5,907万2千円

一 般 会 計

予算の収支状況

業務状況

予算額　237億5,928万6千円

繰 越 金

市 税

市 債

地方交付税

繰 入 金

国庫支出金

県 支 出 金

諸 収 入

そ の 他

予算額

収入済額

項
目

公共施設敷地

3,826,821.68m2

宅地

99,184.48m2

山林、原野等

6,832,835.38m2

建物

246,621.63m2

基金及び出資金

123億4,073万円

車

343台

※予算の収支状況は、H16.10.31、業務状況は H16.9.30 現在

区　　分 予　算　額 収　支　額

収　益
収　入 6億7,204万5千円 4億8万2千円

支　出 6億7,204万5千円 1億9,585万6千円

資　本
収　入 6,689万8千円 2,990万円

支　出 3億5,970万2千円 9,257万8千円

給　水　人　口 26,716人

給　水　件　数 9,519件

有　収　水　量 1,500,568ｍ
３

/年

一日最大給水量 11,501ｍ
３

一日平均給水量 9,894ｍ
３

有    収    率 83.1%

常陸大宮市の財政状況をお知常陸大宮市の財政状況をお知常陸大宮市の財政状況をお知常陸大宮市の財政状況をお知常陸大宮市の財政状況をお知

※繰越金には、旧山方町、美和村、緒川村、御前山村の打切決算剰余金

及び基金剰余金が計上されています。
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大宮町の財政事情

平成16年9月30日現在（合併前）の財政状況をお知らせします。

常陸大宮市告示第４号
　地方自治法第243条の３第１項に基
づく常陸大宮市財政事情書の作成及び
公表に関する条例（昭和42年大宮町条
例第26号）の定めるところにより合併
前の大宮町財政事情書を公表する。
　平成16年11月29日
　　　　　　常陸大宮市長　矢数　浩

一般会計

特別会計

水道事業会計の状況

予算の収支状況

町債の状況

一般会計

特別会計

業務状況

主な財産の現在高

公共施設敷地
1,454,842.35m2

宅地
53,390.18m2

山林、原野等
926,809.00m2

建物
103,738.16m2

基金及び出資金
31億7,849万円

車
96台

歳入 歳出

科     目 予  算  額 収 入 済 額 科     目 予  算  額 支 出 済 額
町 税 30億408万円 20億3,621万3千円 衛 生 費 22億7,250万1千円 8億681万9千円
地 方 交 付 税 19億円 13億736万1千円 民 生 費 19億952万6千円 8億1,029万3千円
繰 入 金 14億4,095万2千円 6億5,448万2千円 公 債 費 17億7,557万9千円 6億6,996万円
県 支 出 金 7億8,935万4千円 3,434万5千円 教 育 費 14億9,566万3千円 4億4,589万2千円
国 庫 支 出 金 7億6,886万円 5,083万円 総 務 費 13億8,207万5千円 4億5,817万5千円
諸 収 入 4億5,264万3千円 1億4万9千円 土 木 費 11億6,740万5千円 3億559万5千円
繰 越 金 2億7,112万8千円 4億2,931万2千円 農林水産業費 6億4,598万3千円 2億1,573万2千円
地方消費税交付金 2億6,500万円 1億6,445万6千円 消 防 費 4億3,511万9千円 1億8,064万7千円
そ の 他 25億6,319万5千円 4億552万1千円 そ の 他 3億7,136万1千円 1億3,062万1千円

計 114億5,521万2千円 51億8,256万9千円 計 114億5,521万2千円 40億2,373万4千円

区　　　　　分 予  算  額 収 入 済 額 支 出 済 額
国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 22億3,762万1千円 8億8,278万7千円 9億2,797万9千円
老 人 保 健 特 別 会 計 23億6,208万6千円 11億1,772万4千円 10億2,911万9千円
公共下水道事業特別会計 6億6,120万8千円 1億6,516万2千円 1億9,933万9千円
公 営 墓 地 特 別 会 計 4,440万円 6,150万4千円 4,194万1千円
農業集落排水事業特別会計 2億1,082万7千円 9,442万3千円 5,785万1千円
介 護 保 険 特 別 会 計 12億8,153万8千円 6億956万9千円 5億4,543千円

区　　分 予  算  額 収 支 額

収　益
収　入 6億7,204万5千円 3億4,145万7千円
支　出 6億7,204万5千円 1億6,751万8千円

資　本
収　入 6,689万8千円 2,454万4千円
支　出 3億5,970万2千円 8,285万9千円

給 水 人 口 26,716人
給 水 件 数 9,519件
有 収 水 量 1,500,568ｍ

３

／年
一日最大給水量 11,501ｍ

３

一日平均給水量 9,894ｍ
３

有 収 率 83.1％

区　　分 現　在　高 構成比
総 務 債 8億7,679万2千円 7.5%
衛 生 債 7億9,178万6千円 6.8%
農 林 水 産 業 債 5億6,566万5千円 4.8%
商 工 債 2億1,019万円 1.8%
土 木 債 37億5,874万7千円 32.0%
公 営 住 宅 債 11億7,767万1千円 10.0%
消 防 債 5億7,634万6千円 4.9%
教 育 債 17億7,036万4千円 15.1%
災 害 復 旧 債 684万7千円 0.1%
地域改善対策債 2,610万8千円 0.2%
そ の 他 19億7,540万4千円 16.8%
一般会計債合計 117億3,592万円 100.0%

下 水 道 事 業 債 38億9,463万6千円 100.0%
上 水 道 事 業 債 22億4,633万6千円 100.0%

※財政事情書は、財政事情書の作成及び公表に関する条例
第２条の規定により、４月１日から９月30日までの期
間におけるものを11月末日までに公表することとなっ
ているため公表するものです。


